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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第２四半期 
連結累計期間 

第64期 
第２四半期 
連結累計期間 

第63期 

会計期間 
自2018年１月１日 
至2018年６月30日 

自2019年１月１日 
至2019年６月30日 

自2018年１月１日 
至2018年12月31日 

売上高 （百万円） 19,278 18,705 40,324 

経常利益 （百万円） 1,080 956 2,789 

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益 
（百万円） 644 824 2,090 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △313 613 573 

純資産額 （百万円） 33,719 33,459 34,322 

総資産額 （百万円） 43,736 42,894 44,156 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 50.18 64.82 162.97 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 77.1 78.0 77.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,231 1,525 3,246 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △152 △868 △241 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,229 △1,482 △1,476 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
（百万円） 12,906 13,780 14,775 

 

回次 
第63期 

第２四半期 
連結会計期間 

第64期 
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自2018年４月１日 
至2018年６月30日 

自2019年４月１日 
至2019年６月30日 

１株当たり四半期純利益 （円） 42.20 38.50 

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

   ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

   ４.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

  また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行ってお

ります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては、雇用環境は改善し個人消費が底堅いもの

の、米中貿易摩擦問題が長引いていることから企業収益が減速するなど、景気の下振れリスクが懸念されていま

す。中国においても、政府による減税政策にもかかわらず、米中貿易摩擦問題によるインフラ投資抑制や輸出低

迷により減速に転じました。一方、他のアジア地域においては、中国向けの減少等により輸出は軟調に推移しま

したが、設備投資需要や個人消費を背景に堅調さを維持しました。 

 世界経済全体は、貿易問題や欧州政治を巡る経済の不確実性、金融市場の動向の影響などから、先行きに対す

る不透明感が一段と強まりました。 

 また、我が国経済は、海外経済の減速により輸出が伸び悩むなど力強さに欠ける状況が続いております。 

 このような経営環境の中で、当社グループは市場を見据えた経営資源の選択と集中を進め、事業領域（顧客・

地域・商品）の拡大を加速させて、利益を生む戦略を推し進めてまいりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。 

 

（財政状態） 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,261百万円減少し、42,894百万円となり

ました。その主な要因は、現金及び預金の減少366百万円及び受取手形及び売掛金の減少531百万円であります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ399百万円減少し、9,434百万円となりました。その主な要因は、支払手形

及び買掛金の減少378百万円であります。純資産合計は、前連結会計年度末に比べ862百万円減少し、33,459百万

円となりました。その主な要因は、利益剰余金の減少449百万円及び為替換算調整勘定の減少430百万円でありま

す。

 

（経営成績）

 当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は18,705百万円（前年同四半期比3.0％減）、営業利益は857

百万円（前年同四半期比19.0％減）、経常利益は956百万円（前年同四半期比11.4％減）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は824百万円（前年同四半期比28.0％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 日本は、事業領域の拡大に向けて活動を推進してきたものの各分野とも低調であり、売上高は4,718百万円（前

年同四半期比4.6％減）、営業損失は127百万円（前年同四半期は３百万円の営業損失）となりました。

 東南アジアは、中国からの生産移管等によりＯＡ機器向けが伸びた一方で、ＡＶ機器・通信機器向けが減少

し、売上高は7,139百万円（前年同四半期比1.9％減）、営業利益は420百万円（前年同四半期比26.4％減）となり

ました。 

 中国は、市場を取り巻く環境の影響からＯＡ機器向けをはじめ各分野で落ち込み、売上高は5,242百万円（前年

同四半期比2.9％減）、営業利益は218百万円（前年同四半期比71.9％増）となりました。 

 その他の売上高は、米国でのＡＶ機器向けが減少し、1,605百万円（前年同四半期比3.2％減）、営業損失は１

百万円（前年同四半期は34百万円の営業損失）となりました。 
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(2)  キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により1,525百万

円増加、投資活動により868百万円減少、財務活動により1,482百万円減少しました。

 この結果、資金の残高は前連結会計年度末に比べ994百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には13,780百

万円となりました。

 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果得られた資金は1,525百万円となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純利益が1,037百万円及び減価償却費が575百万円であったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果支出した資金は868百万円となりました。これは主に、定

期預金の預入による支出4,392百万円であったことに対して、定期預金の払戻による収入が3,688百万円であった

こと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果支出した資金は1,482百万円となりました。これは主に、

自己株式の取得による支出が202百万円及び配当金の支払額が1,272百万円であったこと等によるものです。

 

(3)  経営方針・経営戦略等

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5)  研究開発活動

  当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、113百万円であります。

  なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,600,000

計 32,600,000

 

②【発行済株式】

 種類

 第２四半期会計期間末

 現在発行数（株）

（2019年６月30日）

 提出日現在発行数（株）

（2019年８月９日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

 内容

 普通株式     13,528,929     13,528,929
 東京証券取引所

 （市場第一部）

 単元株式数

 100株

 計     13,528,929     13,528,929 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

     該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

     該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高

    （株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額 

（百万円）

資本準備金残高 
（百万円）

2019年４月１日 

～

2019年６月30日

－ 13,528,929     －    2,331     －     2,450
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（５）【大株主の状況】

    2019年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％) 

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

1 NORTH BRIDGE ROAD, 06-08 HIGH STREET CENTRE, 

SINGAPORE 179094 

（東京都中央区日本橋3-11-1）  

2,937 23.24 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町2－11－3 445 3.52 

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 429 3.39 

日本生命保険相互会社（常任代理人 日本

マスタートラスト信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内1-6-6 日本生命証券管理部

内（東京都港区浜松町2-11-3） 
402 3.18 

日本毛織株式会社 兵庫県神戸市中央区明石町47 385 3.04 

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷3－29－22 378 2.99 

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND

(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 

（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行） 

245 SUMMER STREET BOSTON,MA 02210 U.S.A.（東京

都千代田区丸の内2－7－1 決済事業部） 
327 2.59 

第一生命保険株式会社（常任代理人 資産

管理サービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町1－13－1（東京都中

央区晴海1-8-12 晴海アイランドトリトン

スクエアオフィスタワーZ棟） 

304 2.40 

GOVERNMENT OF NORWAY 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ

東京支店） 

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107 NO 

（東京都新宿区新宿6－27－30） 
298 2.35 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都中央区晴海1－8－11 277 2.19 

計 － 6,184 48.93 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

  2019年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     889,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  12,616,900       126,169 －

単元未満株式 普通株式      22,629 － 1単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数           13,528,929 － －

総株主の議決権 －       126,169 －

  （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

      また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

2019年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称  所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合

（％）

千代田インテグレ株式会社
東京都中央区明石町

４－５
   889,400 ―   889,400      6.57

計  ―    889,400 ―   889,400      6.57

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2019年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 17,254 16,887 

受取手形及び売掛金 ※１ 9,340 ※１ 8,809 

有価証券 194 108 

商品及び製品 1,742 1,768 

仕掛品 396 402 

原材料及び貯蔵品 2,324 2,132 

その他 477 440 

貸倒引当金 △15 △13 

流動資産合計 31,715 30,534 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 10,846 10,736 

減価償却累計額 △7,089 △7,175 

建物及び構築物（純額） 3,756 3,560 

機械装置及び運搬具 8,465 8,521 

減価償却累計額 △5,716 △5,765 

機械装置及び運搬具（純額） 2,748 2,755 

工具、器具及び備品 2,086 2,121 

減価償却累計額 △1,676 △1,720 

工具、器具及び備品（純額） 409 400 

土地 1,574 1,360 

建設仮勘定 61 206 

有形固定資産合計 8,551 8,283 

無形固定資産    

ソフトウエア 263 250 

ソフトウエア仮勘定 17 9 

その他 0 0 

無形固定資産合計 280 259 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,589 2,801 

繰延税金資産 191 202 

その他 866 852 

貸倒引当金 △39 △40 

投資その他の資産合計 3,608 3,816 

固定資産合計 12,440 12,359 

資産合計 44,156 42,894 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2019年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 5,960 ※１ 5,582 

短期借入金 1,020 1,020 

1年内返済予定の長期借入金 2 － 

未払法人税等 172 122 

賞与引当金 362 380 

その他 1,171 1,068 

流動負債合計 8,688 8,174 

固定負債    

繰延税金負債 524 596 

退職給付に係る負債 549 589 

その他 70 73 

固定負債合計 1,145 1,260 

負債合計 9,833 9,434 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,331 2,331 

資本剰余金 2,450 2,450 

利益剰余金 30,220 29,770 

自己株式 △1,512 △1,714 

株主資本合計 33,489 32,838 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 558 766 

為替換算調整勘定 354 △76 

退職給付に係る調整累計額 △79 △68 

その他の包括利益累計額合計 832 621 

純資産合計 34,322 33,459 

負債純資産合計 44,156 42,894 

 

- 9 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
 至 2018年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年１月１日 

 至 2019年６月30日) 

売上高 19,278 18,705 

売上原価 15,188 14,773 

売上総利益 4,089 3,932 

販売費及び一般管理費 ※ 3,031 ※ 3,074 

営業利益 1,058 857 

営業外収益    

受取利息 64 81 

受取配当金 42 38 

その他 36 48 

営業外収益合計 143 168 

営業外費用    

支払利息 5 4 

為替差損 97 51 

その他 18 13 

営業外費用合計 121 69 

経常利益 1,080 956 

特別利益    

固定資産売却益 11 90 

投資有価証券売却益 1 － 

特別利益合計 12 90 

特別損失    

固定資産除売却損 10 10 

特別損失合計 10 10 

税金等調整前四半期純利益 1,083 1,037 

法人税等 438 212 

四半期純利益 644 824 

親会社株主に帰属する四半期純利益 644 824 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
 至 2018年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年１月１日 

 至 2019年６月30日) 

四半期純利益 644 824 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △349 208 

為替換算調整勘定 △610 △430 

退職給付に係る調整額 1 11 

その他の包括利益合計 △958 △210 

四半期包括利益 △313 613 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △313 613 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
 至 2018年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年１月１日 

 至 2019年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,083 1,037 

減価償却費 545 575 

賞与引当金の増減額（△は減少） 54 20 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 47 59 

受取利息及び受取配当金 △107 △120 

支払利息 5 4 

為替差損益（△は益） 41 41 

投資有価証券売却損益（△は益） △1 － 

固定資産除売却損益（△は益） △0 △80 

売上債権の増減額（△は増加） △401 380 

たな卸資産の増減額（△は増加） 24 81 

仕入債務の増減額（△は減少） △153 △253 

その他 △3 △67 

小計 1,133 1,679 

利息及び配当金の受取額 111 134 

利息の支払額 △4 △7 

法人税等の支払額 △266 △287 

法人税等の還付額 256 7 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,231 1,525 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
 至 2018年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年１月１日 

 至 2019年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △3,848 △4,392 

定期預金の払戻による収入 4,332 3,688 

有価証券の取得による支出 △107 △0 

有価証券の売却及び償還による収入 － 110 

有形固定資産の取得による支出 △625 △579 

有形固定資産の売却による収入 13 277 

無形固定資産の取得による支出 △28 △30 

投資有価証券の取得による支出 △0 △0 

投資有価証券の売却及び償還による収入 29 28 

その他 82 28 

投資活動によるキャッシュ・フロー △152 △868 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △7 △2 

自己株式の取得による支出 △0 △202 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5 △5 

配当金の支払額 △1,216 △1,272 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,229 △1,482 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △225 △168 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △376 △994 

現金及び現金同等物の期首残高 13,282 14,775 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,906 ※ 13,780 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当社及び国内連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合

には、法定実効税率を用いた計算をしております。

 

（追加情報）

（厚生年金基金の解散について）

 当社が加入しております「全国電子情報技術産業厚生年金基金」は、2017年12月５日に開催された代議員会の決

議に基づき解散認可を申請し、厚生労働大臣より2018年３月31日付で基金解散が認可されました。

 なお、当基金の解散による追加負担額はありません。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

   ※１．四半期連結会計期間末日満期手形

    四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。 

 
前連結会計年度 

（2018年12月31日） 
当第２四半期連結会計期間 

（2019年６月30日） 

受取手形 49百万円 12百万円 

電子記録債権 1 23

支払手形 19 39

 

   ２．当座貸越契約 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年12月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2019年６月30日）

当座貸越極度額 2,300百万円 2,300百万円

借入実行残高 1,020 1,020

差引額 1,280 1,280
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（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2018年１月１日 
  至  2018年６月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2019年１月１日 

  至  2019年６月30日） 

給与及び手当 1,066百万円 1,101百万円 

退職給付費用 27 42 

賞与引当金繰入額 205 196 

貸倒引当金繰入額 3 1 

運送費 323 314 

減価償却費 107 106 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2018年１月１日
至  2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2019年１月１日
至  2019年６月30日）

現金及び預金勘定 15,943百万円 16,887百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,037 △3,107

現金及び現金同等物 12,906 13,780

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2018年１月１日 至 2018年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月29日

定時株主総会
普通株式 1,219 95.00 2017年12月31日 2018年３月30日 利益剰余金 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2019年１月１日 至 2019年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日

定時株主総会
普通株式 1,273 100.00 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2018年１月１日 至 2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３   日本 東南アジア 中国 計 

売上高                

(1)外部顧客への売上高 4,944 7,276 5,398 17,619 1,658 19,278 - 19,278 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,684 47 306 2,038 22 2,061 △2,061 - 

計 6,629 7,323 5,704 19,657 1,681 21,339 △2,061 19,278 

セグメント利益 

又はセグメント損失（△） 
△3 572 127 696 △34 661 396 1,058 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2019年１月１日 至 2019年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 調整額 

(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３   日本 東南アジア 中国 計 

売上高                

(1)外部顧客への売上高 4,718 7,139 5,242 17,100 1,605 18,705 - 18,705 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,640 50 389 2,080 29 2,110 △2,110 - 

計 6,358 7,190 5,632 19,180 1,635 20,816 △2,110 18,705 

セグメント利益 

又はセグメント損失（△） 
△127 420 218 512 △1 510 347 857 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

前第２四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年６月30日）

 
１株当たり四半期純利益 50.18円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益 64.82円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年６月30日）

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
644 824

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（百万円）
 644 824

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,839 12,720

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2019年８月９日

千代田インテグレ株式会社  

 

取締役会 御中  

 

  アスカ監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 石渡 裕一朗  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 今井 修二   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている千代田インテグ
レ株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年４月１日から
2019年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、千代田インテグレ株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財
政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


